
農地改革の史的前提一戦時農地政策の帰結-

野田 公夫

Kimio NODA:TllChistoricalbasisortllCAgricLllttIralLandRefわrm inJapan

-Resultofthewartimefarmlandpolicy -

TheAgrlCulturalLand Reform wastheonly postwarreform law thatthe

JapanesegovemmentwrotebeforecommandedbytheGHQ･Thisisastudyonthe

historicalcondltiollSthatenabledtheJapanesegovemmenttowritethel'eform law.

TlleresultsareSummarizedasfわllows.

TheLandowner-FarmerEstablishmentPolicyandFarm RentReform Policy(a

refonnofrenttobepaidbymoney,notbyagriculturalproducts)werethemost

impol-tautagrlCulturallandpolicieswhichpreparedthebasisfortheAgl'icultural

LandReform afterWorldWarII.TheideasofthesepollCiesdatefrom theTaisho

era,thoughtheychangedtheirrolesgreatlyduringthewartimeperiod.

TheLandowneトFarmerEstablishmentPolicywasinitiallyIntroducedasameas-

ureto dealwithtenancy dlSPuteS,howeveritturned intoapolicy to fostel.

fulltimefamllylandowner-farmers.ThescaleofthlSprogram alsoexpandedgradu-

ally,allditsthirdpl.Ogralll,Whichbegallin1943,reachedapproximatelytlleSaIne

scaleasthepostwarFirstAgl.iculturalLandRefわrm.

TheFamュRentRefo1-m WasCOnSideredtobeadangerousproposalassociated

withlandnatiollalization,asitwasillitiallyadvocatedbyleadersortenantdisptlteS,

someofwhom tveresocialists･Itlatel-Wastransformedintoaneffectivepolicyto

IT10dernizetenantfallllmgmanagement,duetoanincreasingdemandforfoodpll0-

ductlOn.

Bytheendofthewartimeperiod,theGovemment,theDletandNogyo-kai(the

l'ePl.eSentativeagriculturalassoclationinwal.timeJapan)hadalreadyagreedtotell

minatetherightsOftllelal-dowllerS,absentlandownel̀Sa1-dlal●gescalelalldowllel■S

inparticular.WhenJapanwasdefeatedinthewar,thereform'sremainlngProblem

waswhatreformsshouldbeappliedtotheresldentlandowners.

はじめに

本稿では､戦後農地改革の直接の前史として､戦時体制末期､具体的には1943年皇国農村

確立運動以降の農地政策を考察する (以下年号は､引用以外は西暦の下二桁で表記する)｡

課題は､戦時農地政策の到達点および戦後農地改革の史的前提の確定である｡

i)戦時体制とは戦争の論理が政治 ･経済 ･社会の第一弓鋸勺な編成原理に据えられた時代

をさすが､日本の場合は37年7月の日中戦争勃発がその画期にあたる｡周知のように戦後農

地改革は､①大規模な自作農化 (地主的土地所有の廃絶)と②小作料定額金納化 (高額現物
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小作料の廃絶)を二つの柱にしているが､戦時体制末期は､①についてはいわゆる第三次自

作農創設事業 (43年起点 ･25牢計画)による大飛躍が､②については小作料統制令改正案

(45,7)に至る施行準備過程の大幅な前進があり､農地改勘 こ直接連なる内容が形成された

時期であった｡以上の事実は､これまでの研究がすでに十分意識 してきたところのものであ

るが､その考察は ･股的なものに終っており､当該期に何がどう問題になりいかなる認識と

判断を生んだのか､それらの実績は戦後農地改勘こどう連続あるいは断絶するのか､という

点が十分考察されているとはいい難い｡

2) もちろん､戦後農地改革に至る歴史的準備は､遠く大正.i鋸こ開始されている｡大正期

には､大小作争議段階ともよばれる攻勢的な小作争議の高揚があり､農林省においてt)小作

制度委員会が設置 (23年)され､小作調停法の制定 (24年)や自作農創設補助事業の開始

(25年)があった｡また実態のうえでも､20年を起点として50町歩以上大地主が減少に向か

いはじめ､自小作前進とよばれた自小作農のl二向傾向が注目を集めるなど､地主的土地所有

の抑制･衰退と小農層の経営的 ･主体的強化という､戦後農地改革を特色付ける諸特質は､

すでに深く大正期に刻印されていたのであるO昭和恐慌と準戦時体制を経て戦時体制に突入

してからは､38年の国家総動員法と農地調整法の制定､国家総動員法に基づく種々の統制立

法の制定 (39年小作料統制令 ･41年臨時農地等管理令 ･農業生産統制令)を通 じ､農業 ･農

村総体への官僚統制が ---気に強化されることになったoこのTで､地主的土地所有の制約と

耕作農民-の挺入れがすすんだのである｡また食糧管理法 (42年)も､いわゆる二重米価制

による事実上の代金納化と小作料切り下げは地主採算を悪化させ (土地手放 しの容易化)､

地主収益地価を引き 卜げ (買収地価の低下)ることとなり､これらの過程を通 じて戦後農地

改革を準備する大きな力になった｡本稿では､これらについてはすべて先行研究にゆず り､

考察対象から除外する｡

る｡農地改革の歴史的前提というタイ トルをつけたが､現実に実施された農地改革 (いわゆ

る第二次農地改革)の前段階にはいわゆる第-∴次農地改革がある｡農地改革の歴史的前提を

トータルに論じるためにはその分析が不可欠であるが､紙数の制約上省かざるをえなかった｡

別稿を準備 したい｡二つは､当該期の研究史に関連してである｡この間坂根嘉弘の実証研究

により､農地調整法 ･小作料統制令 ･農地価格統制令 ･臨時農地等管理令 ･農地作付統制規

則等の戦時体制末期を含む運用実態の解明が大きく進んだ ｡実態認識としては､同氏の研

究に依拠したい｡また戦時体制の変化を強制的同質化でひと塗りにするのではなく戦時体制

が新たに生み出した格差と矛盾についても重視 し戦時と戦後の間に共通項とともに差異項も

見出そ うとする森武層 ･大門正克コがある｡詳細はともかく､大局的な考え方については私

も同感である｡連続 ･断絶の双方に比重正しい注意を払いたい｡なお､この点に関する私の

見解は 鳩棉色説か連続説か一玉真之介氏の批判にこたえつつ-｣日本農業史学会 『農業史研

究』第40号 (06.3刊行予定)を参照されたい｡
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1.皇国農村確立運動一日創事業の飛躍的拡大と適正規模論との結合-

(1) 戦時体制末期の諸変化

戦時体制最終盤には､さらに大きな変化が加わった｡それは何よりも､①自作農創設事業

の飛躍的強化と､②自作農創設事業と生産力視点 ･適正_規模諭との結合であり (43.4農地

審議会特別委員会答申 ｢自作農創設維持事業ノ整備拡充要綱｣)､これらは､43年に開始され

た皇国農村確立運動 (42.12閣議決定 ｢皇国農相確立促進二間スル件｣)の主軸を構成した｡

さらに､実現には至らなかったものの､③農政局内部で小作料金納化-の意志が固まり事務

当局が法案準備をするまでに至り (45.7農政局 ｢小作料統制令改正案｣)､④農村現場で管

理 ･統制を担う集団として部落農業団体の位置づけが飛躍的に強化され､これによる土地管

理の構想が農商省内部で決定された (45.7 ｢農業生産緊急措置令 (案)｣)､G)自創事業の推

進方策として､土地取得-の強制力付与とともに､地主への報奨金制度がつくられた (43.

5 ｢自作農創設促進方策要綱｣)こと､などが注目される｡

結論を先取りしていえば､これらの諸点はいずれも､第---一次農地改革の内容に結実するo

そして､その後の第二次農地改革は､これらのうち①を飛躍的に拡大するとともに新たに国

家買収という措置を付加することにより実行力を抜本的に強化し､③⑤を基本的に継承し､

②④を否定することによって生みだされたものであった｡なお､直接農地改革の内容をなす

ものではないが､農地改革を現実化するうえで大きな力を果たしたものとして､⑥食糧管理

汰 (42.2)による二重米価制の強化と､小作料統制令 (39.12)の施行および同法第四条 ･

第六条に基づく小作料適正化事業の前進などを通じ､地主的土地所有の採算性が急速に悪化

していたことも､欠かせない歴史的前提である30

以下､実際に発動された政策として ｢皇国農村確立運動における自創事業の飛躍的拡大と

過:LE規模諭との結合｣を､発動には至らなかったが政策化の最終段階にまで到達していた小

作料金納化と部落農業団体による農地管理構想について､その特徴を具体的に検討すること

にしたい｡

(2) 皇国農村確立運動における自創事業の飛躍的拡大と適正規模論との結令

(皇国農村確立運動)

43年から開始された聖二国農村確立運動の目標は､次のようなものであった与｡① ｢大東亜

建設二伴フ人口及民族政策ノ根本主旨二依り大和民族培養ノ源泉ソシテ其ノ人口ノ一定量ヲ

農村二確保スルコト｣および② ｢主要食糧自給カノ充実ヲ実現スル為｣に､③ ｢皇国農業及

農民ノ維持培養基地 トシテ真二相応ハシキ皇国農相ノ確立ヲ期｣する-端的にいえば､農家

人口確保と食糧自給力強化を実現するために安定 ･強固な農村をつくり上げることである｡

単なる産業 (食糧増産)政策を大きく超えて､人口扶養5と農村再編を真正面に掲げている
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ところが､時局の終末状況を感じさせるくつ

この点を､農林計画委員会農村部会 (43.4)''における井野碩裁農相の挨拶にみれば､次の

ようである｡｢-今日農村-主要食糧生産ノ極メテ緊要ナ使命ヲ有ッテ屠ルノミナラズ､人

口政策確立要綱､大東亜建設二伴フ人口及民族政策確立大綱等二於キマシテ､政府ガ屡々表

明致シテ参リマシタ通り､民族培養ノ源泉タル所ノ重要使命ヲ有スル次第デアリマス-現下

農村ノ実情ヲ見マスル ト云フト､時勢ノ急激ナル変転ノ影響ヲ受ケマシテ､此ノ侭放置スル

ニ於キマシテハ以上ノ使命遂行上不測ノ障碍ヲ生ズルノ虞レアルヤニ考-ラレルノデアリマ

ス｣｡前半部では ｢大東亜建設ノ進展二即応シテ｣農村が食糧生産基地としての役割に加え

民族培養の源泉として位置づけなおされていることに注意を喚起しているが､後半部に吐露

されているように､問題は肝心の農村が ｢時勢ノ急激ナル変転ノ影響ヲ受ケ｣｢不測ノ障碍｣

すらおこしかねない状態にあることであった｡基幹労働力が戦争に動員され農家および農相

より農用賀材供給も質 ･畳ともに悪化し､また工場の農村配置による賃労働機会の増大は農

業の不利感を一一層強め､その結果兼業化のみならず農家戸数自体の減少傾向が明瞭となって

いたからである7｡

たとえば､標準農村設定要綱をめぐる農林計画委員会の議論のなかでは､農村事情の変貌

に関連して次のような懸念が表明 (橋本侍左衛門)されていた｡｢農村ノ事態ハ､今非常二

変ッテ来テ屠り-憂フベキ状態ニアリマスガ､此ノ前ノ経済更生運動ノ起リマシタ原因 トナッ

タ農村ノ行詰りトハ今度ハ酎古ガ違7-.今度ノ情勢ハ農家ノ個々ノ経済ハ必ズシモ行詰ッテ

屠ナイO 唯農村ガ非常二憂フベキ状態ニナッテ居ル､労働状態二於キマシテモ､或-生産ノ

状態二於キマシテモ､淘二農村 トシテ見ル ト憂フベキ状態デアルガ､個々ノ農家ノ経済二於

テ必ズシモサウヂヤナイ｣｢固ヨリ国家意識ノ強イ農家ナラバ｣ともかく ｢他ノ方面-随分

収入ガ多クナッタリナニカシテ居ル ト云フコトヲ見せ付ケラレテ居ル農家 卜致シマシテ-守

リ方ヲ変-､気持ヲ変-ル ト云フ気持ヲ起ス程度ガ此ノ前 トハ私-大分違フ ト思ヒマス･-詰

り農家個人々々卜致シマシテ-此ノ前程痛切デナィ､又農村 トシテ痛切二感ジル 『ポイント』

ガ違フ｣tq ｡すなわち､村と農家の運命を等しいものとして語れた昭和恐慌 卜 (経済更生運

動)とは異なり､戦時体制下では､坤 吟しているのは (統制単位としての)農村のみであり

農家 (私経済)はむしろ軍事経済から潤いを得ている､要するに､私経済 (個別農家)と公

経済 (村社会)という二つの合理性が､深刻なミスマッチを呈しているというのであるcL

から､ミスマッチは個別農家と農村社会の托qのみならず､農家経済 (いえ)と農家構成員

(個人)の間にも生まれてきていると指摘するO｢経営ノ基本ヲ健全ナル構成ノ家族労働カニ

置クコト､淘二結構デアリマスケレドモ-個人ノ経済力ラシマスル ト､今日トシテハ家族ノ

中何人カガ出テ非常二沢iLJノ報酬ヲ得テ来ナケレバ､山家ノ経営ガ難カシイ ト云フ農家ガ､

先般学生等 卜農村二人ッテ実情ヲ調べテ見ル トアルノデ､渦二難カシイ｣｡というのである｡

さらに石黒忠篤によれば､同じ事情は省庁間対立としても現象していたO① ｢-事務二忠

- 4-



野【日 公夫 :農地改･ti'･-a)史的前提一戦時農地政策の帰結一

実ナルノ余り内閣ノ大方針二対シテ民間二疑ヒヲ懐カセルヤウナ行為ヲ末端ノ官吏ガスル-

耕地整理ガ漸ク五年前二出来テ-食糧増産二 通進ショウト云ッタ時二､他二地均ラシヲスレ

バ宜シイ丘陵ノ地域ガアルニ拘ラズ･- (工場用地として買収したいので-野田)誠二気ノ毒

ダケレドモ､君達ガ此処ヲ元ノ侭ニシテ置イタナラバ来ナカッタカモ知レヌガ､平ニシタカ

ラ来ルコトニナッタ｣とか､② ト･･満州開拓民創出ノ第二期計画二対シテ相当ノ地位ニアル

人ガ､斯様ナ事態ニナレバ満州開拓民送出ナ ド-相当手控-テ貰ハナケレバナラヌ ト云ッタ

ヤウナ気持ヲ持ッタリ話ヲスル ト云ッタヤウナコ ト･･｣川などが発生している｡①は耕地整

理したばかりの田地を二L場j二田出へ転用させようとしたという､②は適正経営創出の前提とし

て位置づけられている ｢満州開拓民送用｣を､(おそらくは工業労働力不足の懸念から)｢手

控｣えるよう圧力があったという事例であり､いずれも ｢他ノ産業｣｢他ノ省｣との調整不

全 (政府の分裂)に起因する問題であった｡

(標準農村の設定と適正経営)

｢皇国農村確立促進二関スル件 (42.11閣議決定)LLによれば､本運動の柱は ｢-標準農村

ノ設定 ･二自作農創設事業ノ拡充強化 ･三指導的農民ノ練成及修練農場組織ノ整備拡充｣で

ある｡標準農村とは ｢皇国農村確立促進ノ為全国農村ノt二Flヨリ適当ナル農相ヲ選定シ之二対

シ農業ノ適正経営ノ確立ヲ申し､トシテ農民生活ノ健全安定ヲ図ルヲ目途 トシテ｣設定するも

ので､｢農業新組織ヲ建設スル為必要ナル施策｣を集LPLモデル村たらしめようとするもの

である｡｢日鋼[l十八年度二於テ-差当り試験的二道府県毎二水田地帯､畑地借､平坦地帯､

山間地帯等夫々立地条件ヲ異ニスル地帯二亘 り｣300村が選定された｡これらの村は､三力

年計画を樹立し ｢農業立地ノ具体的条件｣｢農民ノ実生浩二即シタル創意 卜要望｣をふまえ

｢当該地方二於ケル適正経営ノ確立｣を図ることとなるOそのために実施すべき施策は次の

ようなものとされた｡①交換分合 ･分相計画推進 ･自作農創設等による農地関係の ｢適正化｣｡

②家畜導入 ･農道建設 ･共同収益地等共同施設の設置による経営の健全化｡③村民の精神的

組帯強化 ･皇国農民たる衿侍の保持 ･そのための精神的訓練｡ここで目標とされた適正経営

とは､まずは ｢専業自作｣の ｢家族労作経営｣であり､当該地域における ｢適切農地規模｣

を有するもので､｢主要食糧生産｣に ｢家畜飼養｣を付加した ｢農業技術高度 ･生産能率大｣

の経営であるO さらには､｢簡素ナルモ充実セル生活 ･農二即セル固有文化ヲ培養｣すると

ともに ｢国家要請二即応スル トノ経営理念｣を確固としてもつものであることが期待され

た1㌔

適正経営 (農家)は一定規模の上地面積を必要としているため､これを創出するには耕地

の増大か農家の減少かの､いずれかが必要である｡しかし後者は ｢農村人に】定有｣の観点か

ら政策的には採 りうるものではないため､あくまで前者の方向で対処する必要があり､その

ための前提的政策が①の分村計画推進であったのである｡満州農業移民はすでに大規模にす

すめられつつあったが､それに加えて内地開拓を強化することによりさらにその実をあげよ

うとしたのである｡内地農業人口四割定有と適正経営創出とを両立させようとすればこれ以
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外に方策はなかったのであるが､しかしその点からすれば､当初より破綻が運命づけられて

いたといわざるをえない｡

同じ①にある ｢土地の交換分合｣は､経営規模の拡大には至らずとも土地を交換 し団地化

をはかることにより等細分散相国制の不合理を少しでも緩和することをめざしたもので､38

午 (農地調整法)以後政策的に取り組まれた｡ しかし､家産としての重みを背負 う所有権の

交換の困難さは尋常ではないうえ､その院路を避けるために奨励された耕作権レベルでの交

換もほとんど実績をあげられなかった｡戦前期の交換分合実績は約6万町歩､全耕地面積の

1%程度にとどまったのである■-Io

なお､農村の実情からして､政策対象 (適正経営)を専業自作農に絞 りこむことが無理な

場合も多かった｡この点を千石興太郎が問題にしており日､結局は ｢専業自作農を中核には

するものの自小作層や場合によっては小自作層も対象に含み得る｣と取り纏められた｡

(自作農創設事業第三次施策)

このようななかで､すでに一定の政策的伝統と実績をもつ自作農創設事業が改めて注目さ

れ､皇国農村確立政策の仁摘tlに据えられたO実施規模が飛躍的に拡大されただけではなく､

適正経営創出の中心施策としてその意義を一変したのである｡

まずは､皇国農村確立促進二関スル件 (42.11閣議決定).5の当該部分を抜書きすると次の

ようである｡｢自作農家ハ衿侍ヲ以テ農業二其ノ全力ヲ傾倒シ得ル皇国農民ノ中核タルノ事

実二鑑 ミ自作農創設事業ヲ拡大強化スルコト (--)-既墾地二村テ-昭和十八年度ヨリ昭

和四十二年度迄二約百五十万町歩､未墾地開発二付テハ昭和十^年度ヨリ昭和三十-年度迄

二約五十万町歩二付之ヲ実施スルヲ目標 トスルコト (二)土地ノ交換分合及分村計画等二

依 り自作農創設其ノ他農地調整ヲ促進スルコト (≡)開発地二対スル自作農創設ハ分村計

画二依ルヲ原則 トスルコト開発地入植農家二対スル移住家屋､共同施設等二対ス/レ助成ヲ強

化スル ト共二入植前ノ営農実習､入植後ノ営農ノ安定二付必要ナル施設ヲ為スコ ト (匹り

(五)略｣｡

既墾地における自作農創設目標150万町歩は､(25年という長い事業期間は別にして)第 --

次農地改革にほぼ匹敵する｡この点で､所詮弼縫策でしかなかった第-一次施策 ･第二次施策

とは段階を異にしている,また､自作農創設の意義を ｢(自作農家こそが)衿侍ヲ以テ農業

二其ノ全力ヲ傾倒シ得ル皇国農民ノ中核タルノ事実二鑑 ミ｣たものとしているO小作争議対

策に主眼がおかれた第---･次施策はむろん事業規模の大幅拡大をみた第二次施策とも異なり､

生産力的貢献が前面に掲げられているところに本施策の歴史的特質が示されているといえよ

う｡この第三次施策の性格を考察するために､以下､｢皇国農村確立ノ為農地政策上採ルベ

キ方策如何｣が諮問された農地審議会第四回総会の審議を概括する一㌔

同総会で石井英之助農政局長は諮問事項の主旨説明を行なったが､それは何よりも ｢大東

亜戦争勃発｣という事態の画期性の強調であった｡石井はまず､大正期以降種々の農地立法

が企図されながら容易に日の目をみなかったが､日中戦争を契機として ｢農村ノ事情モ大イ
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二変化｣し､農地調整法 (38年)以後､小作料統制令 (3舛三) ･臨時農地等管理令 (41年) ･

臨時農地価格統制令 (同)等が相次いで制定されたとしたうえで､対米戦争開始の意味につ

いて次のように述べる｡｢大東亜戦争ノ勃発ヲ見ルニ至リマシテ､大東亜建設 卜云フコトガ

我ガ固ノ重大使命 トナリ､コレニ即応致シマシテ我国ノ諸般ノ情勢ハ大イナル変化ヲ必要 ト

スルニ至ッタ･-農業関係 トシテ-我国ヲ中核 トスノレ大東亜建設ヲ完遂スル為ニハ民族培養ノ

源泉デアル農業人口ノ培養ヲ図ル ト共二食糧自給カノ充実確保ヲ期スルコトガ必須ノ根本事

項-農地二間スル政策ヲ有様ノ趣旨カラ新タニ検討ヲシ､新タナル対策ヲ樹立スルノ必要ヲ

見ルニ至ッタ次第デアリマス｣｡要するに､｢大東亜戦争｣がもたらした画期性とは､①日本

あり､② ｢大東亜｣建設を成功させる前提として ｢民族培養｣が重大論点として浮上し､③

それを実現させるために､｢農業人口ノ培養｣と ｢食糧自給能力ノ確保｣が ｢必須ノ根本事

項｣となったということである｡今や､農地政策も以上の新状況に対応する必要があったO

それは端的にいえば､標準農村建設の一翼を担うものにすることであり､具体的には､第-

に自作農創設事業を飛躍的に拡大するとともに､第二に自作農創設を適正経営の創出 ･強化

に寄与-せしめる (専業的自作経営の創出)ことであった｡

2.自作農創設事業推進方策の工夫

(1) 自作農創設規模の飛躍的拡大が惹起する諸問題

まずは､第一の課題 (自作農創設事業の飛躍的拡大)について｡ここでは､計画規模の大

幅拡大がどの程度の現実可能性をもって受けとめられていたのか､あるいはそれがもたらす

新たな難問について如何なる認識がもたれていたのかを検討する170

難問として自覚されていたのは､端的にいえば､①自創規模の大幅拡大には地主側の協力

が不可欠だが現実の事態はむしろ逆行していることである｡具体的には､②農地統制価格の

安さとインフレーションの進行であり､③自創事業の大幅拡大を正当化するための自作農如勺

土地所有の優位性 (-地主的土地所有の否定的性格)の強調が多分にイデオロギッシュで強

制的なニュアンスを強めていることであり､④②③の困難を克服しうるようなモチベーショ

ンが地主に与えられていなどの諸点である｡③に直接応えること (たとえば地主的土地所有

の再評価など)は不可能であるが､②については (a)自創事業における土地の二重価格制

の摘要-たとえば ｢地主からの買収価格は時価で｣｢小作への売却価格は自作採算価格で｣

｢その差額は国庫負担で｣-や､ある程度客観的な基準に基づき強制力を動員する､などの

意見が出された｡議論の多くは､広い意 味で④をめぐるもので､(b)税制の工夫一過⊥E規模

以上の農地所有に重税を課すなどの-を通じて地主的土地所有の不利性 (したがって土地売

却の有利性を)を増大させる､(C)白創事業に協力した地主を､国家的事業-の貢献者とし

ー7-
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てそれに相応しい栄誉を与える､(d)事業対象を､村にとっての外在者であり生産力的寄与

も少ないことが世論化しつつある不在地主に集中する､(e)自作農化と適正規模経営の創出

が小村にとっては大きな社会問題になる危険性が高いため事業単位を数町村レベルに広域化

する､などが問題にされたIH｡

(2) 自作農創設事業と適正経営創出との関連について

続いて第二の課題 (自作農創設事業の適正経営創出への寄与)についてOとられた措置は

次の二つ､①これまで自作地購入費格は当該小作人にあったが､適正経営創出という見地か

らそれにはとらわれないことにしたこと､および②貸し付け金額の上限規定に代えて､各地

方の適正経営規模に対応した自作地購入上限面積を決定したことであるoこれらをめぐる議

論の特徴を､農地審議会特別委員会 (43.4)での討議■t'からみる｡同委員会では､自作農創

設維持事業ノ整備拡充要綱案が審議にかけられ､｢自作農創設維持事業ノ実施方針｣として

｢創設又ハ維持セン トスル農家｣｢創設又ハ維持セン トスル自作地ノ価格｣｢創設又ハ維持セ

ントスル自作地ノ面積｣の三課題が提示された｡ここでは､最初の二つについて議論の特徴

を概括したい｡

まず ｢創設又ハ維持セントスル農家｣について｡｢農業ノ真義二徹シ永ク農業二精進シ得

ヲ対象 トスルヲ要セザルモノトスル｣と ｢在住地主 (が-野田)真二国家ノ要請二即応スル

適lE経営農家タリ得ベシ ト認メラルル トキハ現二当該小作地ヲ耕作スル小作人二付満州又ハ

内地開発地へ入植ヲ斡旋スル等万全ノ措置ヲ講ジタル上当該地主ヲシテ其ノ農業経営二必要

ナル小作地ヲ自ラ耕作スルコトヲ得セシメ-｣の二つが付け加えられた｡前者は ｢当該小作

人の土地取得｣という従来の原則を変更し自作農創設に ｢構造政策｣的機能をもたせたもの､

後者は地主が適正経営農家になりうると判断された場合には当該小作人を満州や内地開拓地

-入植させることにより地主を ｢健全ナ自作農｣にするということである｡適正経営の創出

という課題に対応して自作農創設事業が組替えられたのであるコOo

次いで ｢創設又ハ維持セントスル自作地ノ面積｣について｡ここでの変化は､-世帯六千

円までという貸.Lil,金額上限規定を､｢当該地方に於ける適正農業経営に必要なる面積｣に変

更したことである｡ここでも適正経営創出の論理がより強調されたのである｡なお､この基

準面積は､自作農創設維持事業二依り創設維持スル農家ノ最高標準面積二関スル件 (43.8

農政局)2Lとして通達されたC宮城県はじめ27都府県では都府県11-一一円で､北海道をはじめ

とする19遺県では幾つかの小地帯に区分して決定された｡北淘道では最大が十勝 ･釧路 ･根

室の各支庁の15.0町歩､最小が檎ll｣･渡島両支庁の8.0町歩､都府県では最大が青森県南部地

方 ･岩手県岩手郡 ･上閉伊郡 ･下閉伊郡の3.5町歩､最小が長崎県長崎市 ･佐世保市 ･島原

市の1.0町歩であっだ 2｡
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(3) 自作農創設促進方策要綱 (43.5)自作農創設ノ促進二関スル件 (44.4)から

自作農創設促進国庫補助施設要綱案 (44.2)へ

次に､その後の強化措置である自作農創設促進方策要綱 (43.5) ･自作農創設ノ促進二

間ス/i,件 (44.4農政次官依命通牒) ･自作農創設促進国庫補助施設要綱案 (44,2)コ1を検討

する｡

-一一つの画期をなすのが自作農創設促進方策要綱 (43.5)であり､懸案であった土地改革

問題 ･沌奨金交付問題および土地統制強化問題 ･土地強制取得問題について､以下のような

一歩踏み込んだ提案をした｡①統制価格水準の適正化-･臨時農地価格統制令第三修は､地租

法に基づく賃貸価格に一定倍率 (39.1-11の売買事例に基づき算出)を乗じた水準に農地

価格を統制しているが但書で例外措置を認めていた｡その例外措置に上限をもうける (算式-

(公正小作料-公租公課)÷0.042)O②種奨金の交付-自創事業のための買収価格が､先の

算式による価格と同額かそれ以下の場合には ｢J/=jIノ報奨金｣を交付し､両者の開きに応じ

て逓増させる｡③土地譲渡にともなう税制等の緩和｡④土地統制の強化-これは買受けを当

該小作人以外に開放したことに対し寄せられた種々の懸念に対応した措置であり､行政官庁

の許可を義務づけることによって窓意が働く余地を抑えようとするものである｡⑤自作農創

設のための土地強制取得-懸案であった土地買収の強制力について､それを可能にする制度

を検討することが確認された｡⑥土地売却資金の転換-多額の土地代金を取得した地主資金

の有効利用策であるとともに､従来の土地利回り水準に近い収益を得させるための手立てと

して位置づけられた｡すなわち､｢土地ノ売却代金ヲ国家ノ金融政策二即応シ然モ戚ルべク

有利二投資シ得ルノ施設ヲ講ズル｣ものであった｡

報奨金について補足しておきたい｡農地提供ノ促進ヲ図ル為ノ報償奨励金交付要綱

(43.12)コ4によれば､｢昭和十七年産米生産費ヲ基礎 トシ昭和十八年産米価格二依ル純収益ラ

以テ計算セル農地ノ統制価格 卜収益価格 トヲ比較表示スレバ｣､普通田においては､統制価

格が反当627円 ･自作収益価格が同584円となりその差額は43円となる｡要するに､低く抑止

された統制価格においてすら自作収益価格よりも43円も高く､他方､土地を手放す側である

地主にとっての収益価格は834FLHこもなり統制価格を逆に207円もL-_回っているのであるOこ

のような釆離が生じたのは､--一方では､39年時点C7)売買農地価格実績を基準に農地価格が統

制されたものの､その後の農業資材が高騰 (生産費上昇)し､米価引上げにもかかわらず農

家の採算性は悪化したからであり､他方では､小作料統制令の施行にもかかわらず､米価高

騰による小作料収入増加が (生産費上昇の影響を受けない)地主純収益を増大させたからで

ある｡こうして､地主収益価格 (834FEJ)>統制価格(627円)>自作収益価格(584円)という､

三つの農地価格が並存していたのであったOかかる状況を踏まえて､｢少クトモ-地主採算

価格 卜統制価格 トノ差額ヲ報償奨励金 トシテ農地ノ提供者タル地主二交付スルノ要ア

リ｣25と判断された｡結局報奨金額は､｢農地ヲ賃貸スル場合ヨリ見テ妥当ナル農地ノ評価額

卜統制価格 トノ差額ヲ標準 トシ地方ノ農地事情ヲ参酌シテ地方長官農商大臣ノ承認ヲ得テ定
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メタル基準二依り算出シタル金額｣ということになった (自作農創設促進国庫補給二関スル

件44.2)0本案は第八四帝国議会 (44.4)において予算措置がなされ､実行に移されだ -̀O

3.小作料金納化への努力と到達段階

(1) 小作料金納化ヲ必要 トスル根拠 (44,3)について

44年3月に出された臨時農地等管理令中改正勅令には ｢小作料金納化ヲ必要 トスル根拠｣

なる資料が添付されていたコ7｡そこでは､最終的には金納化が必要であるが､まずは ｢代金

納形態二転化スルコ ト｣が緊要であるとしている｡物納下では生産者農民が ｢公的 ･国家的

巨沌宍ヲ持チ難｣いからであり､それは､｢(その生産物が)尽ク物納小作料ノ形態ヲ探ツテ

地主タ/レ個人ノ所管ヲ経由｣していると､｢生産ハ何処マデモ個人ノ為ノ生産タル性格ヲ帯

ビ｣｢国家ノ為ノ生産二展開シ得｣ないからであるO少なくとも代金納化できれば､｢生産ヲ

供出二直結スルコトニ依ツテ私的生産ヲ公的生産二転化シ､国家的目標即チ戦カニ向ツテ生

産者ノ意識ヲ高揚シ得ベク､戦時下緊急増産二於ケル其ノ政治的意義ハ軽視スベカラザルモ

ノ｣がある｡以上のように､ここでは専ら公的生産化-国家管理-の適合性という視点から､

まずは代金納化が必要であるとされたのである｡

しかし､代金納化は必然的に金納化にすすまざるをえないというOそれは ｢低物価政策ノ

破綻ナシニ生産者価格ノ重点的操作ヲナサントセバ､現行ノ物納小作料ヲ前提 トスル生産者

及ビ地主ノ二重価格制ヲ脱皮シ､金納小作料-ノ転化ヲ要スベ｣きだからである｡｢物納ノ

衣ヲ纏-ル以上ハ地主価格ヲ釘付ケセシメルコト-不可能事二属ス｣がゆえに､｢現行ノ二

重価格制-ニ於テハ-･生産者価格ヲ実質的二増加セシメントスル場合､地主価格ガ多カレ少

カレ之二追随スル傾向｣が避けらない｡代金納は所詮物納小作料の金銭表示にすぎないため､

かかる問題に対応できないのである｡ゆえに､｢既二二重価格制ニヨリ或ル程度内容的二金

納的性格ヲ具備シソツアル中作料ヲ此ノ際定額金納制二移行セシメントスルコトニヨリ二重

価格制ノ日的ヲ達成セシメル ト共二二重価格制二伴フ諸多ノ矛盾ヲモ解消スルヲ得ベシ｣と

するのであるO

(2) 物納小作料ノ金納化二関スル件 (45.7)と小作料統制令改正案 (同)

物納小作料ノ金納化二関スル件 (45.7)コおとその法的措置である小作料統制令改正案(同)29

は､戦時最末期の到達段階を示 している｡ここでは､まずは代金納化を目標にした ｢根拠

(44.3)｣段階とは異なり､直裁に金納化が主張されているoすなわち､｢現下ノ主要食糧事

情二鑑ミ農業生産力ノ維持増進ヲ図ル ト共二低物価政策ノ円滑ナル遂行ヲ期スル為定額物納

小作料ヲ金納化スル ト共二定率小作料ハ之ヲ定額′ト作料 トスルコト｣との認識が示され､｢-

本令施行後二於テハ金銭以外ノモノヲ以テ小作料若ハ金銭以外ノモノヲ以テ小作料若クハ滅

- 10-
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免条件ヲ走メ又ハ小作料 トシテ金銭以外ノモノヲ受領スルコトヲ得ズ (第三章)｣との条文

案が提示されたのである｡

なお同時期に､｢小作料金納化に関する資料｣として､学識者の金納小作料に対する賛否

の意見がとりまとまられている｡提出された意見は､｢金納小作料ヲ可トスル意見｣が21件､

(柳田･浬村 ･小林 ･東畑 ･大槻 ･近藤)｢物納小作料ヲ可 トスル意見｣が12件 (桑田･福井 ･

間中 ･横井)であった5㌔

4.戦時体制最末期の動向と農業生産緊急措置令 (45.7)

(1) 敗戟準備

1945年5月の沖縄戦終結は､敗戦が近づいたことを明瞭につきつけるものであった｡乗用

匹用rSは当時の情況を次のように回想している3to

① ｢･-沖縄が取られて､これはもう負けだ-アメリカが日本に来れば､農地改革というよ

うな筋は出て来ない｡誠に恥しいが当時はこういう結論だった･.･アメリカが占領する前に一

つ農地改革をやって､日本の農地制度を変えたらいいだろう､それが日本のためであるとい

う信念であった･･･｣｡② ｢そこで終戦の前に-･大分焦った.･･その時に持ち出したのが戦時緊

急措置法に基づく 『農業生産緊急措置令』･･･第一次農地改革案に非常に似ておるもので-そ

の案の骨子は今の金納制です｡所有権に触れると非常に問題があるから-当 時石黒さんが大

臣だったから何とかして呉れるだろうと-｣｡③ ｢内務省の圧迫というものがひどかったの

ですが､向こうへ乗り込んで･-懲保局長及び向うの左翼係の事務官全部に集まってもらって-

日本は-一体負けるんじゃないかということについての響保局長の認識如何ということから始

めた･-秘密会議を三回ぐらいやりました｡その時の考え方は､農地改革はよろしい､よろし

いが-･殊に金納制の意図は何であるか､意図如何によっては､これはいかんということなん

ですが､その線は要するに公式論 の金納によって日本の共産化を図る､これは左翼に結びつ

くわけです｡-金納というものを別の形で一つの農地改革として推進して行くならよろしい

ということで-･｣｡④ ｢これは-次官会議で湯河さんが説明して､内務次官はOKをやったわ

けです｡当時迫水氏が書記官長で･･･心配して内務次官に本当かといって念を押したC内務次

官はよろしいというので､閣議-持ち出したところが握潰されてしまった-次官会議で適っ

たものが､何故閣議で通らなかったか-非常にわれわれは憤慨した次第であるが､今から察

すると終戦処理ということで･･･他をかえりみる余裕がなかったのではないか-･｣｡

ここから注目すべき諸点を指摘すれば､次のようである｡第一一一は､アメリカが占領後農地

改革に取り組むとは考えておらず､それゆえにむしろ､アメリカ占領の前に農地改革を断行

したいというのが､少なくとも農政局レベルの認.誠であり期待であったことである｡周知の

ように､いわゆる第一次農地改革はアメリカ ･占領軍とは無関係に日本側から出された改革
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構想であるが､そのような日本側の自発性 ･主導性を支えていたのは､このようなアメリカ ･

占領軍に対する誤解とそれゆえの危機感でもあったのである (①)｡第二は､その第--一次農

地改酎符悪と類似しているものが大戦末期に立案された農業生産緊急措置令であり､事実 ヒ

これが下敷きになったという認識を示していること､およびその改革論理の中軸を小作料金

納化においていることである｡いずれも重要な指摘であるので､後に項を改めて検討したい

(②)｡第三は､内務省に乗り込み ｢秘密会議｣を開くことまでして敗戦後の農地改革の必要

性を説いていることである｡そして､ここでの重要争点が ｢金納化の性格｣についてである

ことが興味深い (③)0②で述べられているように ｢所有権に触れると非常にFl=q/題があるか

翼に結びつく｣金納化に警戒が寄せられ ｢そういう線であるならばこれはいかん｣という対

極に位置する論理が懸念されており､結局は ｢別の形で一つの農地改軍として推進して行く

ならよろしい｣というのである｡かかる問題状況のなかに､小作料近代化-耕作権闘争と､

自作農化- (飛躍的に強化された)自作農創設事業との政治力学士の位置関係が大きく転換

していることに注目したい｡すなわち､国有化 (社会主義化)路線を意識したかつての小作

料金納化は､ここでは近代的小経営確立策としての金納化として読み替えられることにより

政治性を喪失したのであり､このような意味の転換とともに､かつて地主救済策であるとい

われた自作農創設がその規模を大幅に増すなかで私有財産権を侵害し土地国有化につながり

かねない危険なものとみなされるようになっていた (この評価にも両面性があったことにつ

いては ｢おわりに｣を参照のこと)のである｡第四は､敗戦直前のかかる改革案は､次官会

議を通り実現の期待がもたれながらも､結局は閣議で握りつぶされたという経緯についてで

ある｡その間の事情は必ずしも詳らかになっているわけではない｡｢何故閣議で通らなかっ

たかということは僕等には分からない｡-終戦処理ということで閣僚の頭が-一杯で､他をか

えりみる余裕がなかったのではないかと思います｣と乗用は言うが､あるいはそうであった

のかもしれないL,

(2) 農業生産緊急措置令案 (45 6)について

45年6月22日､｢-国家ノ危急ヲ克服スル為緊急ノ必要アル トキハ政府ハ他ノ法令ノ規定

二拘ラズ･･.臨機ノ措置ヲ講ズル為必要ナル命令ヲ発シ又ハ処分ヲ為スコトヲ得 (節--倭)｣32

るようにするため戦時緊急措置法が制定されたが､同法第--候を受けて7月17日までに農商

省内で取り極められたのが農業生産緊急措置令 (秦)であるjlo

本措置令の意図するところは､名称どおり ｢食糧農産物等ノ生産確保ノ為行フ措置｣を定

めることであるが､その最大の特徴は､部落内農地の現実的生産管理における ｢部落農業団

体｣の､諸事業の実施と権利の調整における ｢事業団体｣の､全面動員 ･全面活用である｡

｢部落農業団体｣とは ｢農事実行組合及部落其ノ他之二準ズル区域二則り農業ノ改良発達ヲ

図ルヲ目的 トスル団体ニシテ地方長官ノ指定スルモノ｣､｢事業団体｣とは ｢市町村農業会其

-12-
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ノ他命令ヲ以テ定ムル団休｣のことである｡｢卸落農業団体｣は､必要があると判断された

場合には､｢兵役等で耕作不能となった農地の管理 (第四条)｣や ｢各々の農業者にとって耕

作義務をもつ農地の指示 (第五条)｣および ｢作物の作付内容に関する指示 (第六条)｣｢農

作業内容についての指示 (第七条)｣｢農用施設の使用もしくは賃貸についての指示 (第八条)｣

｢農地利用合理化のための農地賃貸借についての指示 (第九条)｣｢特定農作業実施の申し入

れ (第十条)｣などを実行する｡他方 ｢事業団体｣は､地方長官の命令に基づき ｢農地の耕

作 ･借受け等の必要な管理措置 (節+:三条)｣や ｢緊急農地開拓事業 (第十五条)｣および

｢農業用物質 ･設備所有者に対する譲渡申し込み (第十九条)｣､さらには農地利用増進のた

めの ｢兼射出整理や水利改良 (第十四条)｣も実施できることになったDそして､これらの諸

ル損失ヲ補償ス (第二十条)｣とし､かつ ｢農商大臣又ハ地方長官必要アリト認ムル トキ｣

は関係者から ｢必要ナ/レ報告ヲ徴シ｣たり ｢当該官吏ヲシテ必要ナル場所二立入検査セシム

ルコトヲ得 (第二十一･条)｣ることになった｡第二十条は本令の強権性がもたらすであろう

現場との矛盾を緩和するための措置であり､第二十一一条は ｢立入検査｣という強権を発動し

てまで事業を遂行させようという決意の表明である｡

(3) 農業生産緊急措置令案と第一次農地改革

先述のように､東畑†才[晒;は農業生産緊急措置令案が第--一次農地改革の F敷きであったかの

ような評価をしていた1,.以下この点を検討するが､結論を先取りすれば､この評価は説得力

に欠け､むしろ奇異ですらある｡大戦末期にピークに達した部落農業団体の動員と活用は､

節--次農地改革期にも継承されており農業 ･農村の再構成を支える重要ポイン トと考えられ

ていたが､それは農業会 (農業団体法)に代わる農業協同組合の設立 (農業組合法の制定)

的に部落農業団体の活用を説く緊急措置令案と第--一次農地改革とでは大きな違いがあったと

言わなければならないからである｡

行論上､農業協同組合法をめぐる動きを簡単にみておきたい｡同法の立案は､45年12月9

日のGHQ覚書を直接の契機にして着手された31｡覚苦に対し農林省より提出された ｢農業協

同組合に関する第一一次案｣(45,3.15)によれば､｢(A)農業同組合の組織｣として市町村農

業協同組合の下に農事実行組合を想定してお り､｢部落又は之に準ずる区域を地区とし農業

を営む者及び農業に従事する者を以て組織するものとし其の組織は出来る丈簡素強力なもの

とする｣としていたo市町村農業協同組合は ｢市町村又は之に準ずる区域を地区とし農業実

行組合及其の組合員を以って組織する｣としているが､これは法人資格をとった農家小組合

を農事実行組合と称 し産業組合に加入することを認めた農会法改正 (33年)の考え方を継承

した組織編成をとっているO｢(B)農業協同組合の機能｣の ｢(I)農事実行組合｣には ｢部

落に於ける農民の生産協同組織として左の機能を果たすものとする｣として以fの五つの機

- 13一
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能が列記されている｡ ｢(A)部落内の農業計画及其の推進.･･(B)農業技術改善の実践-

(C)生産手段及労働の管理･･･(D)部落農民の代表- (E)生活改善､教養､娯楽文化｣｡す

なわち､｢農業計画と管理 ･統制｣｢技術改善 ･技術指導｣｢生産手段の管理と共同作業 ･共

同経営｣｢部落利害の主張｣などであり､戦前の農事実行組合と比べると､｢管理-技術指導-

次いで､農政局農政課が作成 した ｢農協法案｣(46.ll)をみてみよう350同法案の第二章

が ｢農事実行組合｣であり､同輩の第十三条～第七六条までがそれにあてられているO第八

章 ｢罰則｣と ｢附則｣を除く全7章137条中の五割弱､実に六匹卜条が農事実行組合にさかれ

ているのであり､本法案における位置づけの高さを知ることができる0第十三条には､｢農

事実行組合ができる事業｣として､トー農業技術又は農業経営の改善に関する施設､二農業

用地の開発又は管理､三農業用物質又は農業用施設の共同利用の調整､閏農業水利施設の新

設､改良若しくは維持管理又は農業水利の調整､五農作業の共同化その他農業労働の能率増

進に関する施設､六農業経営､七組合員の販売する物資の売却又は加ユニ､八組合員に必要な

物質の購買､加工又は生産､九組合員の農業に関する統制､十組合員の労力の活用に関する

施設､十一一組合員の生活及び文化の向上に関する施設､+二前各号の巨用勺達成上必要な事業｣｡

ここでもとくに､トー～/て｣に位置している生産 ･経営にかかわる事業項目に注目したい｡

なかでも､｢二｣の農地開発と農地管理は､非常時の対応策であった農業生産緊急措置令案

の農地管理構想を一歩平時の恒常的施設に拡充したものであり､｢四｣の水利調整 ･水利施

設の新設と維持管理は､耕地整理組合所管事業の吸収をも意味するものであったO｢六｣に

農業経営とあるが､これは農事実行組合による農業経営すなわち共同経営を指すものと考え

られるが､これも農事実行組合に付加された新たな事業項目であった｡また ｢-｣では技術

と経営の改善が､｢三｣では物資や施設の共同利用が､｢五｣では共同作業および労力増進施

設があげられており､戦前期の農事実行組合と比較しても大幅に生産過程の諸事業を強化し

たものといえる｡

以上のように､農業生産緊急措置令案の内容は､その ｢農地管理-水利管理一技術 ･経営

改善一共同作業 ･共同経営｣という側面を-｡層強化されつつ､新しい農業協同組合法に規定

されるはずの末端組織である農事実行組合の活動として期待されたのである｡しかし部落組

織を日本ファシズムの温床だと考えるGHQ･アメリカ占領軍はかかる構想を認めず､結局

日の目を見ることはなかったo東畑四郎は､農業生産緊急措置令案を第一次農地改革の前提

的内容をもつものとしたが､それは第-一次農地改革ではなく農業協同組合法農林省原案の前

提であったというべきであり､かつ上述の理由からアメリカ･占領軍によって否定されざる

をえないものだったといわなければならないのであるOなお､農地制度改革の主軸に小作料

金納化を想定していた東畑にとっては､念願の小作料金納化を決定した小作料統制令改正案

と部落および市町村レベルの農業団体の最大活用をうたった農業生産緊急措置令案こそが戦

時農政の決着点であり､この二つの柱が第---次農地改革に引き継がれたというように､自ら
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の営為を位置づけていたのかもしれない｡もしそうだとすれば､かかる発想からすっぱり落

ちるのが､農地所有権それ自体の変革すなわち自作化政策の評価である｡この点で戦後農地

改革は､直接に第三次自作農創設事業の継起的飛躍をつうじて現実化した面は確かにあるも

のの､むしろ農政局 (政策主体)レベルでいえば主軸であった小作料金納化路線を､新たに

農相になった松村謙三が自作農創設事業の線で山気に乗り越えんとしたところに成立したも

のであったというべきであろう｡

おわりに

戦後農地改革の主軸であった自作農創設と小作米iト金納化､および戦時農政の中 軸をなした

部落農業団体の三点に即して分析結果を集約するとともに､若干の補足を行ないたい｡

第一一一､自作農創設について｡43年から開始された自作農創設事業第三次施策は､その目標

規模からみれば第-次農地改革に匹敵するものであったo大規模地主や不在地主層を主たる

政策対象とすることも政策サイ ドではほぼ合意するに至っていた｡小作地買収における強制

力はなかったが､開拓目的の未墾地買収には土地収用法を摘要する途が開かれた｡また地主

の土地手放しを促進するため44年から報奨金の交付がはじまった｡以上の諸点は､第一-一次農

地改革にほぼ引き継がれた｡興味深いのは､地主的土地所有の解消が土地国有や財産権侵害

につながるような文脈において危険視されたものの､自作農 (小土地所有者)創出につなが

る文脈においては相当ひろい合意が結ばれていたことである｡最大の院路は財政的制約であっ

たが､それとても第一次農地改革の提起者松村謙三にとっては､｢総自作農化すら可能であ

る｣と受けとめられるに至っていたのであった3''｡

いまひとつの特徴は､第三次施策が適正規模論 (適正経営の創仕L)との結合を論理の中軸

にすえたことである｡専ら小作争議沈静化という観点から立案された第--次施策とはむろん､

かかる政治性を大幅に薄めながら事業規模を拡大した第二次施策とも明瞭に異なり､安定し

た経営力と優秀な生産力を具備した専業自作農経営の創出に寄与することが強く求められた

のである｡このような政策目標の変更に対応して､自創資金の貸付け限度枠は撤廃され､代

わりに自作経営の設定上限規模が決定された｡ここに地域毎の適正経営基準が経営面積にお

いて明示されることになった｡

以上のように､自作農創設事業の大規模化とそれを活用した専業自作農 (適正経営)の創

出 ･育成､かれらによって担われる標準農村の建設､これが43年から開始された皇国農村確

立運動の申し､的な内容であった｡

第二､小作料金納化について｡上述のような自作農創設事業強化のラインとは別に､東畑

四郎 ･和田博雄 ･田辺勝正 ･大和田啓気ら農政局グルーブは､小作料金納化こそ農業近代化

の中心方策であると位置付け､それを実現する途を探りつつあった｡その論拠は､米価引上
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生物資源経済IlLjf究

げが地主利益に結果する物納小作料を金納に切り替えることが､米価政策を生産者本位に運

用するための前提であり､そのことが国家的責務である増産と供出をよりスムーズに実現す

るということである｡この点で､かれらは統制経済の論理のよりピュアな体現者であった｡

小作群i∵金納化という考えは､かつての先鋭的小作運動における ｢耕作権確立から土.地固有-｣

を想起させるため等成されていたが､戦時末期になると､上述のように ｢増産と供出という

国家的課題をわがものとして受けとめ努力する農民の創出｣すなわち ｢小農経営の自在的強

化方策｣という新たな位置づけを得て､現実化-の大きな一歩を踏みlHJlL,つつあったo敗戦

により中断したとはいえ､戦時体制最終年には小作料金納化を内容とする小作群ト統制令改正

案を準備するに至っていたことは注目すべきである｡これは第----次農地改革における金納化

の直接享の前提になった｡

なお､食糧管理法の制定 (42.2)以後､米価は生産者米価と地主米価に解離するととも

に､小作料の事 実上の代金納化が進行した｡依然として物納小作料が基準であるため先述の

問題は継続しているのだが､しかし実態は相当変化していたこともあわせ見ておきたい｡加

えて､代金納化がすすんだ現実が､半ば両者の混同i)手伝って金納化を大rf副こ受け入れやす

くさせていたのことも指摘しておくべきであろう｡

第三､部落農業団体の位置づけについて｡当該期の農政において注目すべきは､部落農業

団休の全面動員 ･全面活用である｡部落農業団体とは､ほぼ部落を範域として設立されてい
る農事実行組合およびその他農業団体の総称である｡部落組織の利活用は､経済更生運動と

産業組合法改正 (33年)を経て大幅に強化されてきたが､農業生産緊急措置令案 (45.7)

の画期性は､農業生産の統制 ･管理および農地保全や土地改良さらには権利調整に至る戦時

統制の中枢部分を全面的に担わせようとしたことである｡部落農業団体による強力な介入 ･

統制が ｢損失｣を生んだ時には ｢補償｣をし､他方 ｢必要アリト認ムル トキ｣は ｢立入検査｣

も辞せずという本措置令案は､部落組織を戦時統制の末端機関として再編しきろうとする政

策サイ ドの決意の現われであったといえよう｡

以上のように､戦時体制最終盤には､その危機の深まりに対応して､統制経済視点からみ

た合理性が強力に自己を主張しつつあった｡具体的にいえば､適正規模諭と結合した大規模

自作化であり､小作料金納化による農民的主体性の強化であり､そして部落農業団体の全面

的利活用による統制政策の現実的基盤の確+!二であった｡これらの諸方策によって食糧増産 ･

供出体制の強化と農村人口定有を実現すること､これが当該期農政の基本目標であり農業 ･

農村変革の到達点であったといえよう｡

最後に､本稿では分析対象から除外した､｢農村現場の動き｣と ｢戦後農地改革段階との

相違点 (断絶面)｣の二つについて付言しておきたい｡

第一山に､前者について｡かつて私は大戦末期に ｢不在地主土地放出勧!L:Lf｣を出し農地改革

を先取り実施した事例 (44.5京都府相楽郡瓶原村)を紹介したことがある370最近の坂根嘉
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弘の研究 (注 1の⑥)によれば､それに先立つ42年10月､京都府は ｢自作農創設維持事業促

進二関スル件 ｣ を発し ｢5町歩以上の土地所有者および不在地主に対 し農地譲渡の協議を為

し計画の具体化をはかる｣ ｢二日鋸軒 有 者に対 し農地譲渡の協議を為 したる経過を12月10日ま

でに報告する｣等を市町村農地委員会に指示している｡そして船井郡世木村 ･南桑田郡篠村

等ではこの指示を具体化する動きがあり､府の指導もその後さらに強化されたという｡そう

であれば､先の瓶原村の動きも､より広範で組織的な動きの-環であったことになる｡この

ような実証分析がすべての都道府県で深められる必要があろう｡

第二に､戦後農地改革段階との相違点についてO本稿では､専ら戦時農地政策が準備 した

｢農地改革の史的前提｣に分析を集中したが､これがそのまま農地改勘 こ直結 したわけでは

ない｡研究史をふまえれば､まずは次の留保がつけられなければならないO一つは､冒頭で

示したように､戦時体制の実態的到達点に高すぎる評価を与一えてはいけない (坂根嘉弘)し､

戦時体制が新たに生み出した社会矛盾-の留意が必要 (森武麿 ･大門iE克)であるOこれら

の問題-の本格的な対応は､第---次農地改革の否定のうえにGHQ主導で成立した第二次農

地改革が対応すべき課題となったのであり､ここに戦後改革の重要な意義があったのである｡

二つは､戦後第-----次農地改革案が帝国議会に上程された時､改革反対派においては戦時農地

立法の到達点たる皇国農村政策の継敢性こそが重要な論拠をなし､対する政府側答弁の中心

は戦後的特殊性 (経済潰滅 ･領土喪失 ･過剰人口激増)を強調するところに置かれたが､こ

れも戦時体制と戦後改革という二つのベクトルに介在する深い亀裂を示 しているといえよう｡

これらの具体的解明は､第 ---一次農地改革を扱った続稿で果たすことにしたい｡

注

1 ①坂根嘉弘 ｢日本における戦時期農地 ･農地政策関係質料｣(I)～ (V)『ji;鳥人学経済論叢』第25巻
第3弓一､2002年3月～2005年3月｡②r271j｢小作料統制令第六条の機能 と柑勘 『歴 史と経済』第178弓一､200

3年1月｡③同 ｢小作料統制令の惟史的意義一一-小作料統Et;i怜 第四条を申し､に-｣『社会経済史学』69巻 1妄;-､

2003年5月O同 ｢ぷ封酎乍付統制についての基礎的研究j(L二)(FIJ)『1㌫fl.Z'J大学経済論叢』第27巻第 l号 ･第

2臥 2003年7月｡④同 ｢戦時農地統制.'Ii'守 られたか｣『牒 史学研究』NO.787､2004年-4jL,fi'JJ｢農地湘
整指導員について｣『広 島大学経漸 闘技』第28巻第 1I2E3･､2004年 1月,～⑤同 ｢戦時期【_月i:における農地

作付統制政策の運用実態一 艮野県の射列-｣『史学研究』247‡3･､2005年3月｡㊨ ｢戦時期日本における農

地委員会の構成 と機能｣『歴 史と経済』第187弓一､2005'L71･4月っ

2 森武麿 ｢総力戦･ファシズム ･戦後改革｣『なぜいまアジア ･太平洋戦争か』i封疫tuiJ古､2005年1川 ､大

門Ll三先 ｢歴史意識の現在を問 う｣『日本史研究』199的:J-9月､森武麿 ･大PF川三先 『地域における戦時 と戦後』
[月こ経済評論社､1996年｡

3 松村謙二は､第 ･次農地改串の戦時下鉦作農創設事業に対する碩極面は､｢地代政策 と結合JLたことだ

と述べている｡｢(従来の仁=乍農創設事業は)小作料 との関係を余 り考慮せず 物納で高い ものが多かった

ためにI.折角に=乍農 となっても､その ものが農業に専心 して或る程度の成績を挙げて来ると､そU)L地を

他人に貸 して地主となった方がよい といふ 考-を起 こすや うな､不安定な鉦作農を創設する結果 となった

のであ ります｣ (｢農地制度の改堆 (対談)松村農林大f-F.｣l糾掴LLは 『日本週紬』創†=り鞍､45.12.9)､農地
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改rltr;資料編基委員会編 『農地改rt柑 f料集成』第1巻､御茶の水tF'.:虜 ､1974年､78乱 ただ､戦時体制末期の､

食管法 卜における二範米価制に よる地 lf三米価抑制 と13i二尖 上U)代金納化は､｢地代政策 と連動 した自創Lir業｣

に近似 した現実的機能を生み山 していた と考えられるO

4 以 FU)引J糾ま ｢払桓膿 利確､l/I_1,lE進二間スル件∴ 農地制度質料集成編纂委員会編 『農地制度資料集成』第

10巻､御茶の永.Eミニ房､1972年､785頁｡

5 ｢人口政策 ノ(71li､lll.要綱｣(411閲読決定)において､｢昭′FH二十_EI二年 ｣を目処に人 Hを1億人まで増やす と

ともに､｢特二内地人口/LT昭】りヲぷ三拝リ､fIトシテ確保スル｣ とい う ｢大方針｣に基づくものであった｡以 L二､

｢農地′離 た会第lJt日E.Ⅰ総会議~ljH1離己録｣､前掲 『農地friL1度質料集成』第10番､785頁｡

6 前掲 『農地制度5'封斗集成』第10巻､728乱

7 同731-2札 参 考までに農政局長石井英之助の亨巨言を漉せてお く｡ ｢-昭和 卜 1_隼以来二於テ特二減少ノ

傾向ガ棟著ニナ ッテ参 ッタ.･昭和ヒ年二於テ- (農家j一致比率は -野附)f射 り五分 ヒ厘テア リマシタガ､

昭不r卜rllL_隼二於テハ約匹Ⅰ割ニナ ック､斯 ウ云フ趨勢ヲ示シテ),=キル訳デア リマス｡･･･減少 ノ傾向ノ最モ著シ

イモノハ小作ノ階級-FIH乍農 ノ桜｣係二於キマシテ-其 ノ減少ノ趨勢 卜云フモ ノ-他二比較シマシテ少ィ､

斯様ナ傾rt.1ニナ ッテ倍ル ノデア リマスし,メ.凋ミナ状況デア リマシテ現在 ノ状態-以テ推移致 シマ スルナラバ､

農相 ノ範大ナル使命デアル人 に=攻第七ノ使命 トソレカラ食糧 自給 ノ充実確保 ノ此 ノ使命ヲ遂行 スル 1ここ於

テ､今後不測ノ障碍ヲ生ズル ノ虞ガ相当二着シキモ ノア リト遺憾ナガラ 等-ザルヲ得ナイ状態二立至 ッテ

jLキル ノデア リマ スD此ノ状態二対シマシテ本来ノ国家的 ノ使命ヲ達成 シ得ノレヤ ウニ農村農業 卜云フモノヲ

確保致シマスル為ニ-､各椛ノ方策ヲ必要 卜致 ス訳デアル コ ト-Fflスマデモナイ所デア リマス｣｡

8 FiL1743-4頁｡

9 同744日二｡

10 同754札

日 間719札

12 同730iaA｡

13 ｢祁75乱 第89LrlrJJ新宝‡議会へ提出された審議質料 ｢農地調整法改 JL法律案関係統計質料｣によれば､｢昭

租税措IFfl夏氾三ノ改 lL二依 り榊 叫上 農地委員会等 ノ斡旋二係ル 自作地 ノ交換二付テ-登録税 ノ免除ヲ為ス ト

共二各節道的凡二於テモ不動産取得二対スル地方税ヲ免除シ史二昭和 ･ZJB/LF･度以降市町村農地 委員会等 ノ

その実続は､昭和14年度6,082町､15年度6,849町､16年度8.869町､17年度14,490町､18制 空10,486町､19年

度12,297町､計59､073町であった｡

14 同757互LiJ,

15 同720Lrl-｡

16 前掲『農地制度'L'津 11集成』第10巻､781-809氏
17同上 ｡

18 比較的包槽的な雅言を しているのは片野 酎 符委員であるLl同委員のりは念は､①過大な目標をこなすため

に強;紺′上三やイデオロギー性が強化され るU)ではないか､②統E紺 出価が安す ぎるために地 tf.0)協力を得 られ

ないのではないか とい うことである､)rBfLJI-酎j:密接に関連 してお r/)､｢『農地ハ 自ラ耕 作ス/i,農家二所有セシ

ムル ノ原則ヲ強カニ推進スル コ ト』極メテ強イ意見デスか -此 ノ問題 (前述の価格問題 -野田)ニ触 レナ

イデ 巨=乍農 ヲ叫 亥体 トシテ農村 ヲ作 りLケル ト､案外私-強制的ナJ';t:/Xtガ湧イテ来ル ノデ-ナイカ｣ とい

うくささらに､③村に惹起 され る矛盾を緩和するため政策の逆用単位を拡大す ることを提言する′〉｢小サナ所
デ極端ナコ トガ行ハ レ (ると･野田)不安状態ガ出テ来ル 鞘 ､日 毎 射 -リ､E畔 j-ノ分合ナ リヲ 考へ テ､
総体ノ調和アル健全ナ様ニ ソノ組織 ノ LノE長点lヲ置カナケレバナ ラナイ｣ (793f1-)｡ また､｢地主ノL-a,力｣
を.洞達する方 法 について､大槻 止三男は次のように述べるrJ｢経済ヲ飢 hニ放任シテ居 ッテモ (地 IL1三は l二地を-･
野ul)ナカナ 刑 _iけ ン-サ レバ次-地主ノ意志ニ拘束ヲ伽-テ出サセル ト云フコ トニナルガ､ ソレ-又色々
ノ弊害刑 IL.キ ル サ ウナル ト､矢張相続税制度テ保護スルヨリ外ナイ-.適 iE規模 ノ程度迄免税点ヲ l二ゲテ､

耕作地主､ ソ レ以 上二ノ大キナ規模 ノモノ､或-村外ノ地主､不で封損 ミニ税収入ガ滅ル ダケ上ゲテ行 ク ト云

フ方法ハナイ モ ノデセ ウか - 口二地所有に 野川)有利ナ点ガナケレバ単二低利資金ダケデ-解決ガ付カ
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ン閏,faElダ ト思ヒマス｣(7()4-5頁)arr狛il委員は ｢強制力を持タセルカ ドゥカ ト云フコ トガ根本関越I.･或程

度未ダ強制力ヲ持タセナケレバ ･実行ガ出来ナイ ト思 ヒマス｡唯強制力を持タセル ト云ブコ トニナル ト

調和アル椴村 トカ何 トカrtフ文句二背クコ トニナ リマスガ､少ク共全然耕作ノiLJj来･ナイ人､所謂不在地 主

二扶持HJlセナイ ト不可ン ト思ヒマスネO .先ツ以テ不ft三地享-:ニ対シテ-相当二強制力ヲ持タセナケレバ不

･~.†ン ト思フ｣(795真)と述べたL⊃

19 前掲 『農地制度質料集成』809-65乱
20 j,射出私法会特別委員会 (43.4)における農政局艮イ川-英 之助の稚. Al′前掲『農地制度質料集成』第10巻､
813主耳 ｡

21 前掲 『農地制度質料集成』第10巻､869日｡

22 同870-2日~､)

23 同875-917一､879-81打､SSl～90貢ぎ｡

24 同876EE1-,

25 同878Lf1-0

26 同890-1頁｡｢自作農創設促進二間スル件｣(44.4 農政第三九八八杜農商次官依命通牒)0｢本条本施設

ノ実施二間シテハ自作農創設促進 日各段ノ成果ヲ挙//ル様之ガ指導監督上方遺憾ナキヲ,iljlセラレ度依命此

段及通牒候出｣ とあり､本施設の自創 rl･.A業促進効果に大きな期待を抱いていたことがわかるOなお､同日

コ ト｣あり､純奨金の交付が地価高騰-と連動することを瞥戒していたことが知られる0

27 同9661L-iJ

28 同979ノ札 ′

29 同979I981EiAr,

30 i,t生地改革質料編築委員全編 『農地改的資料集成』第 1巻､御茶の水=tE‡一房､1()74年､49頁の編注によれば､

｢『国内戦場化二伴フ食糧対策 其ノ--』の閤E法論議案乙0)二(『農地二間スル事項』)の ｢(一打_) 米麦ノ供

出制度ノ現状二鑑 ミ現行小作料制度二通上Eナル改訂ヲ行ブコ ト｣は決定をみるにいたらなかったが､｢適Il三

ナル改訂｣が物納小作料の金納化にあったことはこれまでの質料で明らかである｡すでにそれは翫-･;S当局

においては則 榊勺検討の段階に入っていたOそれを示す資料がIii,:に掲げた ｢物納小作料ノ金納化二間ス/レ

件｣であり､その法的措置としての 『小作料統制令改正案』である｣o Lかし前掲 『農地制度質料集成』第
10巻､954責の該当箇所には ｢(五)｣自体が欠落 してお '/)詳細 ま不明である｡ただしこれは7月10[】閣議の

決定分であり､衷議書とは異なっていたのではないかと考えられる,,

31 ｢『終戦前夜における農地改革法案戒5Ll.の経緯』についての]/i-,-1談会速記録｣(4911実施)､前掲 『農地改rEF

創 斗東成』第 1巻､103-25頁(,

32 前掲 『農地制度資料集成』第10巻､同951乱

33 本項の引用.(ます-て､同962-5頁,J

34 農矧窺同組合制度史編纂委員全編 『農業協F''-]組合制度史』 ･捌斗編 Ⅰ､協同組合研究所､1968年､19乱

35 同23Ero

36 松村は次の証,---=Jlを残 している,,｢ 昭和 卜六年の､円I=日)､潤 のとき ･私は汗日柄-_I.一に頼んで全耕地をZli服する

のに時価でどれ位U)費用が必要かということ､買収の方法について調べてもらいましたが､何でも､当時
で百十億Frlぐらいだったと記憶 しています√｡/それ以来､日本の農家を全部自作農にすることが可能であ

るとの射iJlを持 ちました｣(195110.31)｡前掲 『農地政孝墳 料集成』第1巻､123貰〔｡なお41年度の歳入1'･算

1966年)｡決 して容易な数字ではないが､にもかかわらず ｢自信を持ちましたJといえるところが根っから

のtl用-:農 三i:_義者とされる松村らしいD

(受理 日 2006年 1月12!_り
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